
消費者委員会
内閣府「関係団体等との意見交換会」

内閣総理大臣認定適格消費者団体

特定非営利活動法人京都消費者契約ネットワーク

報告資料

（資料3）
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京都消費者契約ネットワーク（ＫＣＣＮ）について

消費者団体訴訟制度ができる前の２００２年から事業
者に対する不当行為中止の申入活動を先駆的に行い、
消費者団体訴訟制度の成立に積極的に関与してきた。

２００７年１２月、４番目の適格消費者団体として内
閣総理大臣より認定された。

地元の京都新聞には「全国で最も『戦闘的』といわれ
る適格消費者団体」として紹介されたこともある。
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京都消費者契約ネットワーク（ＫＣＣＮ）について

２０１１年５月２０日
消費者庁⾧官より「ベスト消費者サポーター章」
を贈られる

２０１２年６月
京都府「明日の京都」推進特別賞を受賞

２０１３年１１月
津谷裕貴・消費者法学術実践賞を受賞

２０１９年５月２８日
消費者支援功労者表彰の内閣総理大臣表彰を受賞



詐欺的な定期購入商法の問題
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詐欺的な定期購入商法の問題
具体的な差止請求事例

（対象となる商品）
「マヌカジンセン」

（対象となる表示）
（ 対象となる商品を「無
料」、「１袋分が無料」、
「１袋分を無料割引で申し
込む」等と表示し、対象と
なる商品を初回１袋分だけ
無料（送料別）で購入可能
であるかのように示す表示。
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詐欺的な定期購入商法の問題
具体的な差止請求事例

2019年8月22日
ウェブサイト上の商品表示について、有利誤認となる
表示を止めるよう差止請求書を送付。

2019年9月13日
京都地方裁判所に差止請求訴訟を提起。
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詐欺的な定期購入商法の問題
具体的な差止請求事例

事業者は、契約内容・解約条件をしっかりと表示して
いるなどと反論しつつ、
ウェブサイトの表示は修正したなどと述べていた。

2020年12月14日
差止請求の内容をそのまま認めるような形で
和解成立
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詐欺的な定期購入商法の問題
根絶に向けた徹底的対応を求める意見書（２０２４／５／１５）
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詐欺的な定期購入商法の問題
根絶に向けた徹底的対応を求める意見書（２０２４／５／１５）

「初回分」の表示自体が問題

１ 初回分のみで終えることのできない定期購入契約に
おいて「初回価格」を切り分けて表示すること自体が、
消費者に誤認を生じさせるものであり、特定商取引法
及び景品表示法等において、これを明確に禁ずる規制
を設けること。
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詐欺的な定期購入商法の問題
根絶に向けた徹底的対応を求める意見書（２０２４／５／１５）

確認画面の打ち消し表示では誤認は解消されない

２ 確認画面の記載では消費者の誤認は払拭されないと
いう現実を正視し、ランディングページ等の消費者が
当初誘引を受ける表示において、初回分のみで終える
ことのできない定期購入契約であるにもかかわらず当
該価格の初回分のみで終えることができるとの誤認を
生じさせる表示がなされた場合には、確認画面におい
ていかなる打ち消し表示がなされたとしても、特定商
取引法によって禁止される誇大広告（同法１２条）及
び景品表示法上の有利誤認表示等に該当するものであ
るから、このような表示を行う事業者に対しては厳正
に行政処分を執行すること。
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詐欺的な定期購入商法の問題
根絶に向けた徹底的対応を求める意見書（２０２４／５／１５）

新たな手口にも対応が必要

３ 事業者のドメインの SNS 広告のハイパーリンクを
タップするとスマートフォンの画面上に強制的に
チャットの申込み画面が表示され、いわゆる商品解説
や広告画面の定期購入や解約条件が記載された公式サ
イトの画面が一切表示されない手口や、「いつでも解
約できる」などの定期購入条件なしの契約であるとし
て注文を確定した後に初回分の価格をさらに値引きす
ることを強調してクーポンの利用を促し、小さいウイ
ンドウの中に定期購入条件付きの契約であるとの記載
を行って定期購入条件付きの契約にすり替える手口を
はじめとする、近時の新たな手口についても、対応す
る規制の強化、厳正な行政処分の執行を行うこと。
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詐欺的な定期購入商法の問題
根絶に向けた徹底的対応を求める意見書（２０２４／５／１５）

「一般消費者」の正しい理解

４ 景品表示法３０条１項２号に規定する「一般消費
者」について、「健全な常識を有する消費者」と限定
的に解すべき法令上の根拠はなく、当該商品又は役務
についてそれほど詳しい情報・知識を有しておらず、
限られた情報をもとに、時には誤った情報に踊らされ
たりするという現実に存在する消費者の実態を前提と
して解釈すべきものであることを、逐条解説やガイド
ライン等で明らかにすること。



レスキュー商法の問題

13



14

レスキュー商法の問題
具体的な差止請求事例
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レスキュー商法の問題
具体的な差止請求事例

差止請求の趣旨

１ 当ＮＰＯ法人は、貴社に対し、貴社との間で訪問
販売にかかる鍵開け・鍵交換・鍵取り付けに関する工
事請負契約を締結し又は締結しようとする者に対し、
当該契約の申込みの撤回若しくは解除を妨げるため、
当該契約について、特定商取引法第２６条第６項第１
号に当たらないにもかかわらず、同法第９条の適用が
ない旨を告げることの停止を請求する。
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レスキュー商法の問題
具体的な差止請求事例

差止請求の趣旨

２ 当ＮＰＯ法人は、貴社に対し、貴社との間で訪問
販売にかかる鍵開け・鍵交換・鍵取り付けに関する工
事請負契約を締結した後、当該契約の申込みの撤回若
しくは解除をし又はしようとする者に対し、その申込
みの撤回若しくは解除を妨げるため、脅すような口調
で「適切に対応していた」「説明した」等と告げるな
ど、威迫して困惑させる行為の停止を請求する。
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レスキュー商法の問題
具体的な差止請求事例

差止請求の趣旨

３ 当ＮＰＯ法人は、貴社に対し、貴社が提供する鍵
開け・鍵交換・鍵取り付けに関する役務について、貴
社ウェブサイト上に、「鍵を開ける ７００円～」
「鍵を交換する４０００円～」など、高額となる場合
の目安金額を示すことなく低額な最低料金のみを表示
し、当該役務が、同最低料金額に近い金額で提供可能
であるかのように示す表示を行うことの停止を請求す
る。



専門学校の入学金の問題
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専門学校の入学金の問題
具体的な差止請求事例

差止請求の趣旨

１ 当ＮＰＯ法人は、貴法人に対して、入学手続を完
了した後に入学を辞退した場合は、入学辞退の申し出
の時期にかかわらず、入学金を返還しないとする条項
を含む契約の締結を行わないことを求める。

２ 当ＮＰＯ法人は、貴法人に対し、同内容が記載さ
れた書面（電磁的記録を含む）を破棄すること、及び、
上記の内容を含む契約の締結を行わないことを貴法人
内に周知徹底することを求める。
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専門学校の入学金の問題
具体的な差止請求事例

入学金が不相当に高額であること

・京都府内の準学校では、入学金は１０万円から高く
とも４０万円程度であるものがほとんど

・対象事業者は鍼灸・マッサージ科（本科）及びマッ
サージ科（選科）において、入学金が９０万円ない
し８０万円。年間授業料の約７割に相当する金額。
いる。
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専門学校の入学金の問題
具体的な差止請求事例

合格者が他校を併願受験している状況がない

・対象事業者の生徒は、９割以上が社会人経験者であ
り、７割以上が現に就業中とされている。過去３年
の平均年齢は鍼灸・マッサージ科３５．４歳、マッ
サージ科４１．６歳であり、高校卒業直後の１０代
の生徒は１割に満たない。

・対象事業者の入試合格者においては、併願受験や合
格者数が定員を上回ることが一般的な大学等とは異
なり、「入学し得る地位」を確保しておく必要性が
乏しい。
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専門学校の入学金の問題
具体的な差止請求事例

入学金が実質的に授業料等を含んでいる

・対象事業者の回答によると、①生徒の教育環境の整
備、②専任教職員、非常勤講師の増員、③教職員の
待遇改善、生徒の課外学習活動の強化及び支援、⑤
教員の研究活動の強化、⑥経営基盤の安定（賃貸借
部分の土地の取得及び設備面の維持とさらなる充
実）を理由として、入学金の金額を引き上げた。

・これらの増額理由を踏まえると、入学金に、入試に
合格した者が大学等から正当な理由なく在学契約を
解約されない地位の対価ではなく、専任教職員等の
報酬を含む、授業を受けること等の対価が含まれて
いることが明らか。



その他の問題
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